Ⅱ.災害時の情報伝達や避難のあり方について
　巨大津波が壊滅的な被害をもたらした東日本大震災での教訓を生かし、住民への情報伝達や避難者の把握などについて様々な課題が突きつけられています。

　東日本大震災では発生の３分後に津波警報の第一報が発表されたものの、「予想される津波の高さ３メートル」などの表現が「津波はここまで来ないだろう」との判断を招き、かえって避難の遅れにつながったと指摘され、住民にどのように情報伝達するかが問題になっています。
　一方、発表された津波警報を住民らに伝える手段としては、テレビやラジオ、自治体の防災行政無線などです。東日本大震災では、津波警報の第一報は伝わったが、それ以降の更新情報が伝わらなかったケースがあり、最新の情報が住民らに確実に伝わる手段の確保と、その普及・強化が急がれています。

　ツイッターやフェイスブックなどのソーシャルメディアと並んで注目を集めているのは、対象地域にいる人の携帯電話に一斉配信される「緊急速報メール」です。大震災以降、同メールで災害・避難情報などを配信する自治体が急増していて、ドコモでは同メールの契約数が震災前の４８自治体から９６６自治体（3月２６日現在）に増えています。
住民に津波からの避難を促す情報が伝わったとしても、実際に行動に移すかどうかは住民の判断になります。
　東日本大震災では被災３県の沿岸地域の被災者の避難行動を調査した結果によれば、すぐには避難せずに何らかの用事をしていた人が４割以上に上ったという深刻な数字があります。住民の意識を変えていくことや迅速な安否確認体制を構築するなど、避難しやすい仕組みづくりが必要です。

　一方、自分や家族の体が不自由などの理由で、すぐには避難が難しい人への支援体制も重要です。障がい者や高齢者などの災害弱者（災害時要援護者）に対しては、地元自治体と地域が一体となって、事前に支援体制を組み立てておくことがポイントになります。
今年も、豪雨・台風シーズンが近づいています。首都直下型地震や東海・東南海・南海地震の警戒も高まっています。

災害時に最も大事な情報伝達と避難のあり方について以下伺います

（1）災害時の住民への情報伝達のあり方について

（2）最新の情報を住民に伝える手段とその強化策について

（3）住民の意識改革や住民が避難しやすい体制について

（4）「災害弱者」への支援体制について

<<　参考　>>

3/28公明「見直し進む津波対策、情報伝達や避難のあり方など」

3/19読売「災害時の障がい者支援」

2011/10/28「障がい者の防災対策」

<<　考えられる展開　>>

（2）①豊橋市では市内一斉通報用防災無線での放送が風雨などの気象条件や気密性の高い家屋の増加などで家の中では聞こえづらいという反省から、新年度に地元のFMラジオ局を通じて災害時に緊急情報が伝達できるように自動起動可能な防災ラジオの一般家庭への普及を図る。そのための補助金を用意している。毎年1000台、5年間で5000台。

②東京都では災害拠点施設に衛星電話の整備を盛り込んでいる。昨秋の豪雨災害のあった和歌山県那智勝浦町では無線が受信できる防災ラジオを500台配布した。

（4）①個人情報開示のルール作りが必要。自治体の個人情報保護条例は情報を本来の目的以外に利用することは禁じているが、公共目的の場合は例外で、災害時はこれにあたる

②東京都では「ヘルプカード」の普及に新年度取り組む。ヘルプカードは障がい者が携帯して災害時などに自身の障がいを周囲に知らせて支援を求めるもので、緊急連絡先や支援に必要な内容が記されている。

